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資 料 に つ い て 

 本書に使用されている交通事故統計は、警視庁交通部で集計した確定数を中心に作成しておりますが、

一部の統計については、区内各警察署及び各関係機関の協力により提供していただいた資料に基づき作

成しています。なお、百分率については四捨五入の関係で、合計が合わないものがあります。 

 
 

用 語 の 意 味 

交 通 事 故  道路交通法第 2 条第 1 項に規定する道路上において車両、路面電車及び 

 列車（軌道車）の交通による人の死傷または物の損壊をいう。ただし、 

 本書においては人身事故のみを計上している（なお、大田区内の交通 

 事故においては、自動車専用道路での交通事故を除く）。 

人 身 事 故 交通事故により人の死傷があったものをいう。 

死 亡 交通事故発生から 24 時間以内に死亡した場合をいう。 

重 傷 交通事故により加療日数が 30 日以上の場合をいう。 

軽     傷 交通事故により加療日数が 30 日未満の場合をいう。 

第 1 当 事 者 違反（過失）がより重いか、または違反（過失）が同程度の場合にあっては、 

   被害がより小さい方の当事者をいう。 

第 2 当 事 者  違反（過失）がより軽いか、または違反（過失）が同程度の場合にあっては、 

 被害がより大きい方の当事者をいう。 

歩 行 者 歩行中の人のほか、路側に立っていた人、路上作業、路上遊戯中の人をいう。 

子 ど も の 事 故  幼児（園児を含む）、小学生、中学生が関与した交通事故をいう。 

20 歳未満の事故 子どもと高校生を除いた 20 歳未満の人が関与した交通事故をいう。 

若 年 層 の 事 故 子どもを除いた 25 歳未満の人が関与した交通事故をいう。 

高 齢 者 の 事 故 65 歳以上の人が関与した交通事故をいう。 

安 全 運 転 義 務 車両等の運転者はハンドル、ブレーキその他の装置を確実に操作し、道路、 

   交通車両等の状況に応じ、他人に危害を及ぼさないような速度と方法で 

   運転しなければならないことをいう。 
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概況 

令和 2 年に発生した全国の交通事故は、事故発生件数 309,178 件、死者数 2,839 人、負傷者数 369,476

人で、前年に対し事故発生件数は 72,059 件、死者数 376 人、負傷者数 92,299 人それぞれ減少しました。

事故発生件数・負傷者数は、16 年連続の減少、死者数は 5 年連続の減少となっています。 

一方、東京都内の令和 2 年の交通事故は、事故発生件数 25,642 件、死者数 155 人、負傷者数 28,888

人となり、前年に対し事故発生件数は 4,825 件、負傷者数は 5,889 人それぞれ減少、死者数は 22 人増加

しました。令和 2 年は、警視庁発表のもと、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を

控え、「世界一安全な都市東京」を世界に示すべく「世界一の交通安全都市 TOKYO を目指して」をス

ローガンに、各種交通事故防止対策に取り組みました。 

大田区では、事故発生件数は 1,259 件と前年に対し 73 件減少しています。死者数は 14 人、負傷者数

は 1,373 人となり、前年に対して、死者数は 7 人増加、負傷者数は 106 人減少でした。 

23 区内の件数が多い順番で見ると、事故発生件数・死傷者数は 4 番目となっており、23 区の中でも交

通事故が多い区になっています。 

死者数を年齢別にみると、20～24 歳が 3 人、25～29 歳が 1 人、30 歳代が 2 人、50 歳代が 1 人、60

～64 歳が 1 人、70 歳以上が 6 人となっています。また、当事者別にみると歩行者が 7 人、自転車が 3

人、普通乗用車が 2 人、自動二輪者が 1 人、原付自転車が 1 人となっています。 

当事者別発生件数については、自転車が 655 件と最も多く、次いで普通乗用車が 607 件、歩行者が 216

件、自動二輪車が 212 件などとなっています。また、当事者別の死傷者数では、自転車が 554 人と非常

に多く発生しており、次いで歩行者が 215 人、普通乗用車 212 人、自動二輪車 186 人などと続いていま

す。区内では自転車が関与した交通事故の割合が 47.1％と高い数値になっています。 

歩行者及び自転車の事故要因をみると、歩行者は 85.6％が、自転車は 44.9％が交通違反をしていない

にも関わらず事故に巻き込まれています。 

また、新型コロナウイルスの感染拡大により、区民のライフスタイルや交通行動への変化が想定される

中で、交通事故発生状況や事故防止対策への影響を注視することが必要です。今後はこのような状況も

踏まえた対策を行っていくことが、区内の交通事故件数や死傷者数を減少させていくことにつながりま

す。 
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１ 全国及び東京都内の交通事故 

 
（１）全国の交通事故発生状況 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）東京都内の交通事故発生状況 
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２ 23 区の交通事故発生状況（令和２年） 
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３ 指数による区内交通概要 
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４ 大田区内の交通事故 

（１）交通事故発生状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）死亡事故発生状況 
ア 年齢層別死者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,305 2,044 1,716 1,528 1,470 1,279 1,348 1,445 1,332 1,259

-261 -328 -188 -58 -191 69 97 -113 -73

100.0 88.7 74.4 66.3 63.8 55.5 58.5 62.7 57.8 54.6

13 14 13 5 11 11 3 10 7 14

1 -1 -8 6 0 -8 7 -3 7

100.0 107.7 100.0 38.5 84.6 84.6 23.1 76.9 53.8 107.7

重傷者数(人) 31 15 19 12 10 11 37 56 59 56

軽傷者数(人) 2,497 2,254 1,884 1,687 1,664 1,472 1,469 1,572 1,420 1,317

合　計（人） 2,528 2,269 1,903 1,699 1,674 1,483 1,506 1,628 1,479 1,373

-259 -366 -204 -25 -191 23 122 -149 -106

100.0 89.8 75.3 67.2 66.2 58.7 59.6 64.4 58.5 54.3

30 123 2827 292524
　　　　　　年

　項目
26 2

増 減 数

指 数

※増減数は対前年のもの。指数は平成23年を100とした場合の数値。

負
傷
者

増 減 数

指 数

死者数(人)

事故件数(件)

増 減 数

指 数
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イ 当事者別死者数（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●死亡者 

※死亡事故は国道 3 件、都道 6 件、区道 4 件で発生しています。 

（３）月別・時間別発生状況（令和２年） 
ア 月別発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 時間別発生状況 
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（４） 年齢層別死傷者数（令和２年） 
 
 

死 者 数 負 傷 者 数

重傷者数 軽傷者数 計

1歳以下 4 4 5 -1
2歳 1 1 4 -3
3歳 1 6 7 5 2
4歳 11 11 4 7
5歳 7 7 4 3
6歳 1 1 3 -2

　小　計 1 30 31 25 6
1年生 8 8 8 0
2年生 1 6 7 9 -2
3年生 8 8 7 1
4年生 6 6 7 -1
5年生 3 3 8 -5
6年生 3 3 3 0

　小　計 1 34 35 42 -7
1年生 1 1 8 -7
2年生 1 4 5 6 -1
3年生 7 7 6 1

　小　計 1 12 13 20 -7
3 76 79 87 -8
1 32 33 27 6
2 22 24 25 -1

3 1 2 3 70 73 94 -21
1 1 1 97 98 110 -12
2 2 5 217 222 224 -2

11 249 260 313 -53
1 2 -1 7 254 261 261 0
1 1 2 78 80 69 11

1 -1 4 57 61 70 -9
6 3 3 17 165 182 199 -17
6 4 2 21 222 243 269 -26

14 7 7 56 1,317 1,373 1,479 -106
7 59 1,420 1,479
7 -3 -103 -106

※増減数は対前年のもの。

中

学

生

子　ど　も　計

2年 元年 増減数 元年計 増減数
2年

　　　　　　死傷者別

 年齢別

高 校 生

20 歳 未 満

幼

児

増 減 数

30 歳 代

元 年 計

25 ～ 29 歳

60 ～ 64 歳

小

学

生

2 年 計

20 ～ 24 歳

65 ～69 歳

70  歳以上

40 歳 代

50 歳 代

高　齢　者　計
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（５）子どもの事故 
ア 子どもの歩行者事故発生状況（第１当事者・第２当事者 ～H29 合計、H30～別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 子どもの自転車事故発生状況（第１当事者・第２当事者別） 
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（６）若年層の事故 
 若年層の交通事故発生状況（第 1 当事者・第 2 当事者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）高齢者の事故（65 歳以上） 
ア 高齢者の交通事故発生状況（第 1 当事者・第 2 当事者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

年 

 項目

647 581 549 467 505 445 476 571 496 440
5 5 7 1 3 5 0 5 4 6
9 2 4 6 5 6 17 13 13 21

351 316 298 239 266 243 247 293 256 222

1

軽傷者数（人）

事故件数（件）

死  者  数（人）

重傷者数（人）

30 229282723 2624 25
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イ 高齢者の交通事故年齢層別死傷者数 

 

 

 

 

 

 

ウ 高齢者の主な歩行者事故原因（令和２年） 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

エ 高齢者の主な自転車事故原因（令和２年） 
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（８）事故当事者から見た交通事故 
ア 当事者別事故（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 車両側を第 1 当事者とする主な事故原因（※自転車を含む） 
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ウ 第 1 当事者別事故原因（令和２年 ※歩行者を除く） 
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エ 歩行者事故 

歩行者事故年次別推移（第 1当事者・第 2当事者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な歩行者事故原因（令和２年） 
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オ 自転車事故 

自転車事故年次別推移（事故件数は、第 1 当事者・第 2 当事者合計件数から自転車同士の事故件数を除したもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

自転車事故年齢層別発生件数（第 1 当事者・第 2 当事者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   自転車事故原因別発生件数（第 1当事者・第 2当事者合計） 
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自転車事故原因（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

電動アシスト付き自転車事故原因（令和２年） 
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自転車事故の対当事者割合（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

自転車同士事故要因（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自転車側を第 1 当事者とする自転車対歩行者の事故要因（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※自転車側が第 2 当事者となった自転車対歩行者事故は「違反なし」１件である。 
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カ 二輪車（自動二輪・原付自転車）事故 

 

二輪車事故年次別推移（事故件数は、第 1当事者・第 2当事者合計件数から二輪車同士の事故件数を減じたもの）

 

 

二輪車事故年齢層別発生件数（第 1当事者・第 2当事者合計） 

 

年 

 項目

611 499 433 381 357 311 315 347 307 283

26.5 22.6 25.2 24.9 24.3 24.3 23.4 24.0 23.0 22.5

2 4 4 1 2 3 2 5 0 2

9 9 5 4 2 1 18 23 14 12

497 398 353 308 299 248 253 270 239 230

23 24 25 26 27 28 29 30 1 2

事故件数（件）

二輪車の

事故関与率（%）

死  者  数（人）

重傷者数（人）

軽傷者数（人）
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 １ 推進体制 

（１） 計画 

ア 大田区交通安全計画（五箇年計画） 
 大田区交通安全計画（五箇年計画）は、交通事故及び交通公害から区民の生命と生活環境を

確保するため、交通安全対策基本法に基づき陸上交通の安全に関する総合的かつ長期的な施

策の大綱及び推進に必要な事項を策定するものです。昭和 47 年 12 月に第 1 次交通安全計画

を策定しており、平成 28 年 8 月に第 10 次大田区交通安全計画（平成 28～令和 2 年度）を策

定しました。 

イ 大田区交通安全実施計画（単年度計画） 
 大田区交通安全実施計画（単年度計画）は、大田区交通安全計画（五箇年計画）に沿って単

年度ごとに講ずべき施策に関する事項を策定するものです。 

ウ 施策の重点 
 第 10 次大田区交通安全計画（五箇年計画）では、以下を施策の重点としています。

①子どもの交通安全の確保   ②高齢者の交通安全の確保   
③自転車の安全利用の推進   ④二輪車事故の防止    ⑤飲酒運転の根絶 

  
（２） 大田区交通安全協議会 

昭和 40 年 5 月 15 日、交通安全対策を全区的に推進するため設置されました。区内の各方面の

関係機関・団体の参加のもとに交通安全計画及び交通安全実施計画を審議・決定する協議会となっ

ています。交通事故防止対策・交通安全における調査研究なども協議します。 
 

（３） 表彰 
昭和 41 年 7 月 17 日に大田区が交通安全都市宣言をしたことを記念して、昭和 49 年に大田区

交通安全功労者感謝状贈呈要綱を定め、毎年 7 月に、交通安全功労者に対して感謝状の贈呈を行

っています。 

◎ 交通安全功労者感謝状贈呈式 

年    度 28 29 30 1 2 
交通安全功労者 
感謝状贈呈数 

団体 12 15 15 13 16 
個人 31 26 35 23 27 

合    計 43 41 50 36 43 

 第２ 交通安全対策 
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（４） 統計 
区では、交通安全対策を推進するための基礎資料として、区内の事故統計や事故原因、事故形態、

交通量、道路環境施設等の把握に努め、総合的な情報収集を図ります。こうした資料をもとに大田

区交通安全のあらましを作成しています。 
 

２ 点検整備 

（１） 交通安全施設整備 
歩行者の安全と一般交通の円滑な運行を確保するため、各種交通安全施設を整備しています。 

◎ 整備状況 

年   度 28 29 30 1 2 
自転車・歩行者 
ストップマーク［か所］ 99 77 84 100 100 

視覚障害者用誘導ブロック 
（設置及び修繕）［枚］ 869 761 646 88 78 

滑り止め舗装及び修繕［㎡］ 1,783 1692.5 1,501.8 1,819.4 1,843 

（２） 通学路・スクールゾーン対策 
児童の安全を確保するため、区内小学校からの申請に基づき、学校関係者や道路管理者、交通管

理者等で通学路・スクールゾーンの検討会を実施しています。検討結果によって通学路の変更を

行い、現状に合わせた通学路の設定を行っています。 
また、各警察署が主体となって関係機関で定期的に通学路の点検を実施し、道路や標識等の施設

の補修や路上占有物の撤去等を行い、安全な通学路の確保に取り組んでいます。 
平成 24 年度には、通学路における重大事故が相次いだことを受けて、区内小学校で、学校、PTA、

区及び地元警察署等により「小学校通学路緊急合同点検」を行いました。事前に各小学校が PTA
等の方々と点検し抽出した通学路の危険箇所を関係機関が合同で点検し、現場で対応策を検討し

順次対策を実施しました。 
 

（３） 未就学児が集団で移動する経路の緊急安全点検 
令和元年 5 月、滋賀県大津市で発生した保育園児の死亡事故など、子どもが犠牲となる事故が

相次いで発生していることを踏まえ、内閣府で 6 月に行われた第 2 回関係閣僚会議において、「未

就学児等及び高齢運転者の交通安全緊急対策」を決定しました。それを受けて、区では関係機関と

連携し、9 月から 10 月にかけて合同で緊急安全点検を実施しました。順次対策をすすめ、令和 2
年 10 月までに大森、田園調布、蒲田、糀谷・羽田地区の計 128 箇所で対策が完了しました。 
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３ 啓発 

（１） 指導・教育関係 

ア 交通安全指導者研修会（令和 2 年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止） 
 幼児・児童の交通安全を図るため、実際に指導にあたる区内の幼稚園、保育園、児童館、子

どもの家等の保育士・教諭等を対象に、専門講師による交通安全知識及び具体的、効果的な指

導方法等について研修会を開催しています。 
 

イ 交通安全だよりの発行 
 区内の幼稚園児・保育園児や小学生、またその保護者を対象に交通に関する知識の普及や啓発

を図るため昭和 45 年 4 月から交通安全だよりを発行しています。発行にあたっては、保育園の

保育士、幼稚園や小学校の教諭、区内警察署の警察官などを委員とする編集会議を開き、内容を

検討して編集を行っています。 
 令和 2 年度の発行部数は、幼稚園・保育園児向け 78,200 部（年 3 回発行）、小学校低学年向

け 50,000 部（年 3 回発行）、小学校高学年向け 32,600 部（年 2 回発行）です。 

 
 
 
（２） 意識の高揚 

ア 交通安全宣言塔 
 区が交通安全都市宣言をしたことを機に、交通安全宣言塔を設置しました。現在は JR 蒲田

駅西口、第一京浜国道多摩川大橋脇、ガス橋通りガス橋脇の 3 か所に設置しています。 
 

イ 交通安全資料コーナー 
 交通事故防止の啓発を目的に、交通安全に関するビデオや DVD 等を希望する個人や団体に

無料で貸し出しています。貸し出し用の目録は、幼稚園、保育園、児童館、小学校等に送付し

ているほか、大田区ホームページでも公開しています。 
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（３） 年齢に応じた交通安全教育 

ア 交通安全移動教室 

 保育園児を対象に交通安全移動教室を開催しています。交通安全教育 DVD の上映や、警察

官による講話、模擬信号機を使った歩行訓練、施設周辺を歩行する実地訓練等により、幼少時

における交通ルールの習得と保護者の指導のあり方を啓発しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 社会人啓発用ポスター掲出 

交通安全教育の機会が少なく、区内の交通事故発生件数に占める割合が多い 30 代から 50  

代の年齢層に注意喚起するため、ポスターを作成し、交通機関の協力を得て、駅構内やバス車

内に掲出することで交通事故の防止を図っています。 

 

ウ 高齢者との交通安全集会 
 多発する高齢者の交通事故対策として毎年夏と冬の時期に高齢者との交通安全集会を、老

人いこいの家、区民センター等の高齢者施設で開催しています。交通安全教育映画の上映や警

察官の講話などにより、交通安全への意識啓発を進めています。 
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エ 区民交通安全教室 
 交通事故防止を推進するには、運転者、歩行者を含めた全ての人が交通ルールとマナーを身

につけ実践することが大切です。大田区では、大森、田園調布、蒲田、池上、東京湾岸の交通

安全協会に区民交通安全教室の開催を委託し、年齢や対象に応じた交通安全教育を行ってい

ます。 
 

オ 自転車安全教育（スケアード・ストレイト方式） 
 交通事故全体に対する自転車事故の割合が高い状態が続いています。主に自転車を運転す

る機会が増える中学生を対象に、スタントマンが自転車事故の様子を再現する自転車安全教

育（スケアード・ストレイト方式）、併せて各管轄警察署による自転車教室を実施し、事故の

恐ろしさを体感することで交通安全への意識啓発を進めています。また令和元年度からは、高

校生を対象にした自転車安全教育（スケアード・ストレイト方式）も実施しています。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
講習会等 

ア 高齢者交通安全大田区民のつどい（令和 2 年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止） 

 高齢者の交通事故防止を目的に、大森、田園調布、蒲田、池上、東京空港、東京湾岸の各警察

署と各交通安全協会との合同で高齢者交通安全大田区民のつどいを開催しています。警察官に

よる交通安全教育、音楽隊の演奏、ゲストを招いての公演等を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



交通安全のあらまし 第２ 交通安全対策 

 

   - 23 - 

回
数

人
数

回
数

人
数

回
数

人
数

回
数

人
数

回
数

人
数

1 42 1 45 1 50 1 51

91 5,428 90 5,168 90 5,001 82 5,114 53 1,483

30 1,066 30 1,236 30 1,152 19 653 14 172

595 72,270 586 68,545 505 50,393 642 100,891 531 128,968

12 5,380 12 5,188 10 3,521 8 2,798 3 1,395

1 1,325 1 1,350 1 1,300 1 1,300

1 168 1 185 1 124 1 200 1 88

3 475 3 210 3 150 3 220

自転車安全教育
(スケアード・ストレイト

方式)

高齢者交通安全
大田区民のつどい

交通安全移動教室

高齢者交通安全体験教室

高齢者との
交通安全集会

区民交通安全教室

交通安全指導者研修会

2

※

※

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止

年　　度 28 29 30 1

自転車安全利用実技教室 ※

イ 高齢者交通安全体験教室 

 高齢者を対象とした体験型の啓発行事として、大森、田園調布、蒲田、池上の各警察署と各

交通安全協会等の協力を得て高齢者交通安全体験教室を開催しています。自転車シミュレー

タ、身体能力測定、免許返納相談などのコーナーを設け、正しい交通ルール・マナーの普及を

図っています。 

 

ウ 自転車安全利用実技教室（令和 2 年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止） 

 自転車の安全な乗り方や交通ルール・マナーを普及するため、主に交通安全運動期間中に交

通公園等において、小学生・高齢者を対象に交通安全教室を各警察署と合同で開催していま

す。会場では、自転車の実技教室や自転車シミュレータを用いた指導、区内の自転車商協同組

合による自転車の点検も併せて行っています。 

 

エ 講習会等開催状況 
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死亡 重傷 軽傷 合計

春 4月 6日～15日 36 0 0 38 38

秋 9月21日～30日 30 0 0 31 31

春 5月11日～20日 37 0 1 43 44

秋 9月21日～30日 28 0 0 30 30

春 4月 6日～15日 23 1 0 24 25

秋 9月21日～30日 24 1 1 24 26

春 4月 6日～15日 18 0 0 18 18

秋 9月21日～30日 32 0 2 32 34

春 4月 6日～15日 29 0 1 30 31

秋 9月21日～30日 28 0 0 36 36

春 5月11日～20日 29 0 0 31 31

秋 9月21日～30日 36 0 1 37 38

春 4月 6日～15日 29 0 0 21 21

秋 9月21日～30日 24 0 0 28 28

死傷者数

26

27

2

28

29

30

1

期間 件数
年

区分

４ 交通安全運動 

国交通安全運動は、広く国民に交通安

全思想の普及・浸透を図り、交通ルー

ルの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣づ

けるとともに、国民自身による道路交通環境

の改善に向けた取組を推進することにより、

交通事故防止の徹底を図ることを目的として

います。この運動は、毎年春と秋の 2 回実施

されており、大田区でも自治会・町会、内外関

係機関団体の皆様とともに推進体制を作り、

区民総ぐるみの運動として行っています。 
運動に先がけ、目的やスローガン、各関係

機関が実施する主な対策などを明記した実施

要領を作成して推進体制を整えるとともに、

区報、ポスター等により交通安全運動の周知

を図っています。また、自治会・町会や保育園

などに運動用資材の配付を行っています。 
運動期間中には、広報車の巡回、警察署と

の街頭啓発、自転車の実技教室、交通安全のた

めの講習会などを実施し、交通安全指導・啓発

を行っています。 
区内各警察署及び東京湾岸警察署も事業所

対象の各種講習会や地域団体での集会を実施

し、交通ルールとマナーの教育や遵守を啓発

しています。同時に、街頭で直接運転者に安全

運転の指導・啓発活動を行うとともに取り締

まりを強化し交通事故防止を図っています

（※令和 2 年度については、新型コロナウイ

ルス感染拡大防止のため、自粛した啓発活動

あり）。

 
◎ 交通安全運動期間中の区内交通事故発生状況 

全 
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  交通事故に関する相談を受け付けている機関です。 

 

  大田交通事故相談所 
大田区内にある大田交通事故相談所は、東京都交通安全協会の協力で開設されています。

この事故相談所は、弁護士や相談員が専門的な見地から法的知識や賠償請求、過去の事例な

どについて区民からの相談を受けています。令和 2 年の相談件数は 798 件でした 
電   話  03-3755-6596 
受 付 時 間  午前 8 時 30 分 から 午後 4 時まで（土・祝日・年末年始を除く） 
所 在 地  大田区池上三丁目 27 番 6 号   
 

  東京都交通事故相談所（東京都生活文化局広報広聴部都民の声課） 
電   話  03-5320-7733 
所 在 地  新宿区西新宿二丁目 8 番 1 号 都庁第一本庁舎内 

 
  （公財）日弁連交通事故相談センター（霞ヶ関相談所） 

電   話  0570-078325 
所 在 地  千代田区霞が関一丁目 1 番 3 号 弁護士会館 14 階 

 
  （公財）交通事故紛争処理センター 東京本部 

電   話  03-3346-1756 
所   在   地  新宿区西新宿二丁目 3 番 1 号 新宿モノリスビル 25 階 

交通事故の被害者とその家族を救済するための支援を行っている機関です。 

 
  （公財）交通遺児育英会   03-3556-0771 
  （公財）交通遺児等育成基金   0120-16-3611 
  独立行政法人 自動車事故対策機構  03-5608-7560 

 第３ 交通事故相談 

 第４ 被害者のための援護機関 
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年 月 事 項 

昭和３６年 ８月 

３８年１２月 

４０年 ５月 

４１年 １月 

７月 

 

４３年１０月 

４４年 ５月 

４５年 ４月 

１０月 

１２月 

４６年 ３月 

４月 

７月 

 

９月 

１２月 

４７年 ３月 

４月 

８月 

９月 

 

１２月 

４８年 ３月 

４月 

９月 

１１月 

４９年 ２月 

区議会に交通安全対策特別委員会が設置される。 

小・中学校の通学路が設定される。 

大田区交通安全協議会が設置される。 

大田区交通安全施設五箇年計画により、施設の充実を図る。 

交通安全都市を宣言する。（17 日） 

交通安全宣言塔が設置される。 

特別区交通災害共済制度が発足される。 

交通安全都市宣言の 3 周年を記念し、交通安全作品展が開かれる。 

「交通安全だより」の発行を始める。 

総務部に交通安全係が設置される。 

第 1 回プロジェクト会議が開催される。 

大田区交通安全対策会議が設置される。 

新三箇年計画により交通安全施設の充実を図る。 

通学路の総点検を実施する。 

子どもの遊び場道路が設置される。 

交通安全指導用スライドを作成する。 

路線バスの専用レーン（第一京浜）、優先レーン（産業道路）が設定される。 

高齢者交通安全集会を行う。 

小学校でスクールゾーンの設定が始まる。 

交通安全指導者研修会を開催する。 

高齢者や子どもの施設周辺の交通環境総点検を実施する。 

3 歳児向け交通安全指導用絵本を保健所で配布する。 

第 1 次大田区交通安全計画を策定する。 

プロジェクト会議を発展的に解消し、交通安全対策会議幹事会へ移行する。 

区役所内に交通事故相談所が常設される。 

全小学校でスクールゾーンの設定が終了する。 

環状七号線が平和島まで開通する。 

TU 規制が実施される。（池上徳持地区） 

 大田区交通安全対策のあゆみ 
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年 月 事 項 

３月 

７月 

９月 

 

５０年 ２月 

５月 

５０年 ６月 

１０月 

１１月 

１２月 

５１年 ３月 

５月 

 

 

７月 

８月 

５２年 ２月 

３月 

４月 

 

５月 

６月 

８月 

１０月 

５３年 １月 

７月 

１１月 

５４年 ３月 

８月 

５５年 １月 

交通安全指導の手引書（小学生、幼稚園、保育園編）を作成する。 

交通安全功労者第 1 回感謝状贈呈式を行う。 

大田区交通安全実施計画の策定が始まる。 

交通安全指導用教材資料コーナーを開設する。 

視覚障害者用信号機が西蒲田に設置される。 

区は湾岸道路の大田区以南への延長を建設大臣に要望する。 

スクールゾーンの総点検を実施する。 

福祉施設周辺の交通環境点検を実施する。 

路面標示（歩行者用道路）を始める。 

環状七号線以内（車道幅員 4.5m 以上の道路）の地域が全面駐車禁止となる。 

事故多発レーンの点検を実施する。 

交通安全教育指導員制度が発足する。 

大森西児童交通公園が開設される。 

オランダ交通安全協会より視察に来る。 

湾岸道路関連の環境影響（環境アセスメント）調査を実施する。 

湾岸道路の東京港トンネルの供用が開始される。 

第 2 次大田区交通安全計画を策定する。 

母親向け交通安全指導の冊子を作成する。 

区議会は湾岸道路荒川橋梁の供用開始に伴う関連対策について要望する。 

第一京浜国道オーバーパス（大森交差点）が開通する。 

平和島インターチェンジが開通する。 

施設周辺の交通環境点検を実施する。 

自転車ストップマークが設置される。 

二輪車自転車安全日（毎月 8 日）を設ける。 

荒川橋梁供用開始に伴い、湾岸道路平和島～幕張間が開通する。 

夏の交通安全運動（7 月 28 日～8 月 1 日）が実施される。 

警視庁は大田区を含む 7 市 7 区を交通事故防止重点地区に指定する。 

区議会は大井ふ頭埋立地の調停案を受諾、議決する。 

都は、新たに生じた土地（大井ふ頭埋立地の一部）の確認を公報に告示する。 

大井ふ頭埋立地の帰属に伴い、東京水上警察署が加わる。 

交通安全担当者連絡会が設置される。 
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年 月 事 項 

３月 

５６年 ６月 

１２月 

５７年 ３月 

６月 

５８年 ２月 

４月 

１１月 

１２月 

５９年 ５月 

８月 

１２月 

 

６０年 ４月 

５月 

６１年 ３月 

６２年 ５月 

６３年 ３月 

４月 

 

９月 

平成元年 ３月 

９月 

２年 １月 

３年 ３月 

９月 

１２月 

４年 ３月 

９月 

 

交通安全教育学校連絡会の巡回が始まる。 

国際障害者年にあたり、心身障害者福祉施設周辺の交通環境点検を実施する。 

環状八号線矢口陸橋が開通する。 

第 3 次大田区交通安全計画を策定する。 

歩行者ストップマークが設置される。 

高速湾岸分岐線が供用開始となる。 

交通安全移動教室を始める。 

都知事は沿道を整備すべき道路として環状七号線を沿道整備道路に指定する。 

京浜島と昭和島を結ぶ京和橋が開通する。 

ふれあい道路（ぷらもーる梅屋敷）が完成する。 

新六郷橋の供用が開始される。 

高速湾岸線のうち江東区有明から青海間が完成し、市川市高谷から大田区昭和島までの約

26km が開通する。 

大森駅東口の広場が整備される。 

蒲田駅東口・西口広場が整備される。 

第 4 次大田区交通安全計画を策定する。 

環境建築委員会で交通問題等が審議される。 

環状七号線春日橋陸橋が開通する。 

交通安全対策課（交通安全係・自転車対策係）が土木部に新設される。 

建設委員会で交通安全対策について審議される。 

全国高齢者交通安全旬間が実施される。 

交通安全指導の手引書（小学校編）改訂版を発行する。 

大田区高齢者交通安全大会が、大森・田園調布・蒲田・池上の警察署と共催開催される。 

環状八号線、光明寺脇（鵜の木 1-23）が開通する。(27 日） 

交通安全指導の手引書（幼稚園・保育園編）改訂版を発行する。 

交通安全宣言 25 周年大会が開催される。 

第 5 次大田区交通安全計画を策定する。 

交通安全絵本第 20 号を発行する。 

運転者（二輪車）実技教室を開催する。 

高齢者交通安全指導員大会を開催する。 
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年 月 事 項 

５年 ９月 

１２月 

７年 ９月 

８年 ５月 

９年 ６月 

 

１０年 ９月 

１１年 ２月 

１１月 

１３年 ３月 

 

４月 

 

 

７月 

１４年 ３月 

４月 

 

 

１６年 ３月 

４月 

１７年 ４月 

１１月 

１８年 ７月 

２０年 ３月 

 

２１年 ４月 

７月 

１０月 

１１月 

２２年 ９月 

東京湾岸道路が羽田空港まで開通する。 

交通安全作品展が 25 回目を迎える。 

高齢者夜間交通安全体験教室を開催する。 

第 6 次大田区交通安全計画を策定する。 

前年の交通事故死者数半減が評価され、大田区が自治大臣・国家公安委員会委員長連盟の

表彰を受ける。 

スクールゾーンの時間規制を 7：45～8：45 に見直す。 

大師橋の架け替えに伴い交通安全宣言塔の撤去を行う。 

区内の交通事故が多発したため区長の緊急メッセージを発信する。 

大田区交通安全対策会議条例が廃止される。 

大田区交通安全対策会議が廃止される。 

大田区交通安全対策会議を統合した形の大田区交通安全協議会が設置される。 

大田区交通安全協議会幹事会が設置される。 

部会が廃止される。 

第 7 次大田区交通安全計画を策定する。 

特別区長会で特別区交通災害共済が廃止される。 

組織改正により、土木部がまちづくり推進部となり、土木計画課と交通安全対策課がまち

なみ管理課（施設調整・事業調整・交通安全・自転車対策）となる。 

区民交通傷害保険に加入する。 

区内の交通事故死者数が激増したため、区長の緊急メッセージを発信する。 

組織改正により、まちづくり推進部道路公園課交通安全・自転車対策となる。 

交通事故死亡者発生件数が前年に続き高水準のため、区長の緊急メッセージを発信する。 

京急蒲田駅西口自転車駐車場の一部に自動二輪車置場を設置する。 

第 8 次大田区交通安全計画を策定する。 

東京水上警察署が廃止され、東京湾岸警察署（江東区青海 2 丁目）が開署される。（31

日） 

組織改正により、都市基盤整備部都市基盤管理課地域交通対策となる。 

第 1 回自転車等駐車対策協議会が開催される。 

矢口地域にて、区内初のコミュニティバス「たまちゃんバス」の試行運行が開始される。 

幼児用自転車ヘルメット購入費用助成制度が開始される。 

交通事故再現による自転車安全教育（スケアード・ストレイト方式）が始まる。 
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年 月 事 項 

１０月 

２３年 ３月 

 

７月 

２４年 ２月 

３月 

６月 

１０月 

 

２５年 ３月 

２６年 ２月 

２６年 ９月 

 

２７年 ３月 

 

２８年 ３月 

 

 

２８年 ４月 

２８年 ８月 

２８年１２月 

 

２９年 ３月 

３０年 ４月 

３１年 ４月 

令和元年 ７月 

１０月 

２年 １月 

４月 

３年 ４月 

 

羽田空港新滑走路・国際線ターミナルが完成する。 

大田区自転車等利用総合基本計画を策定する。 

区民交通傷害保険を脱退する。 

第 9 次大田区交通安全計画を策定する。 

各警察署が自転車総合対策重点地区・路線を選定、推進する。 

幼児用自転車ヘルメット購入費用助成制度が終了する。 

小学校通学路緊急合同点検を行う。 

京急線連続立体交差事業の事業区間全線（平和島駅～六郷土手駅間、京急蒲田駅～大鳥居

駅間）が高架化される。 

大田区自転車等利用総合基本計画に基づく整備計画を策定する。 

池上駅周辺に自転車ナビマーク・ナビラインを設置する。（約 650m） 

交通事故再現による自転車安全教育（スケアード・ストレイト方式）を、地域の住民向け

に大田区役所前の公道を利用して開催する。 

再度、交通事故再現による自転車安全教育（同方式）を大田区役所前の公道を利用して開

催する。 

大森地区（約 950m）、蒲田地区（約 630m）、馬込地区（約 370m）の一部路線に自

転車ナビマーク・ナビラインを設置する。 

大田区自転車ネットワーク整備実施計画を策定する。 

組織改正により、都市基盤整備部都市基盤管理課交通安全対策となる。 

第 10 次大田区交通安全計画を策定する。 

都内初の試みとして、交通公園を利用した自転車安全教育（スケアード・ストレイト方

式）を萩中公園において開催する。 

大田区コミュニティサイクル事業を試行実施する。 

大田区コミュニティサイクル事業が都心広域相互利用に参加する。 

組織改正により、都市基盤整備部都市基盤管理課交通安全・自転車総合計画となる。 

区内初のコミュニティバス「たまちゃんバス」の本格運行が開始される。 

条例改正により、道路交通法関連法令の遵守義務規定が施行される。            

条例改正により、施錠等盗難防止措置の義務規定が施行される。 

大田区コミュニティサイクル事業を検証実施する。 

組織改正により、都市基盤管理課交通安全・自転車総合計画に地域基盤整備各課から自

転車対策が移管される。 
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